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ダンピング対策の更なる徹底に向けた 

低入札価格調査基準及び最低制限価格の見直し等について 

 

平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

標記につきましては、今般、平成３１年３月２８日付けで中央公共工事契約

制度運用連絡協議会において、「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公

共工事契約制度運用連絡協議会モデル」における調査基準価格の設定範囲につ

き、その上限を１０分の９から１０分の９．２に引き上げる等の見直しが行わ

れ（別添１参照）、同月２６日付けで国土交通省においても同様の見直しが行わ

れたところです。（平成３１年４月１日以降に入札公告を行う工事が対象。別添

２及び別添３参照） 

国土交通省では、これまで地方自治体に対して、「公共工事の円滑な施工確保

について」（平成３０年１１月９日付け総行行第２４０号・国土入企第４３号）

等で低入札価格調査基準及び最低制限価格について、その算出方式の改定等に

より適切に見直すよう繰り返し要請してきたところですが、この度、改めて低

入札調査における基準価格の見直し等を図るよう、各都道府県及び各指定都市

に対し、別紙のとおり要請がなされております。 

つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ですが、本件につきまして、貴会会員

企業の皆様に対して周知賜わりますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

以 上 

 

【添付資料】 

・通知 ダンピング対策の更なる徹底に向けた低入札価格調査基準及び 

最低制限価格の見直し等について 

・別紙 ダンピング対策の更なる徹底に向けた低入札価格調査基準及び 

最低制限価格の見直し等について 



・別添１ 工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運

用連絡協議会モデル 

・別添２ 予算決算及び会計令第８５条の基準について（通知） 

・別添３ 「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いについて」の一部

改正について 

・別添４ 「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いについて」の留意

事項について 

・別添５ 施工体制確認型総合評価落札方式の試行について 
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